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ライフステージ別にみたスポーツとのかかわり

（出典）スポーツ施設のストック適正化ガイドライン（平成30年：スポーツ庁）
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スポーツにかける時間

(出典) 「社会生活基本調査（総務省）」

・1日の生活時間の配分においてスポーツにかける時間は15分程度（週全体平均）。
・コロナ禍により減少したものの、大きな落ち込みにはなっていない。
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スポーツ少年団数・団員数・加入率の推移
・全国のスポーツ少年団数は28,582少年団（令和３年度）。
・スポーツ少年団登録団員数は57万人、加入率は小学生が7.8％、中学生が2.2％（令和３年度）。
・ 全国のスポーツ少年団数、登録人数ともに減少傾向が続いている。
・ 小学生の加入率減少が目立つ。
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(出典)（公財）日本スポーツ協会「スポーツ少年団育成報告書」に基づき集計（令和３年度）
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運動部活動参加人数の減少
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30年で約3割、90万人強の減

中学生世代の今後の人口推計

※1989年は562万人
約50年で半減以下に

中学生世代の人口数は4月1日時点において12～14歳の者の数
厚生労働省作成「人口動態統計」月報（2017年5月）」により算出するとともに、将来の出生者数について、国立社会保障・人口政策研究所作成「
日本の将来推計人口（平成29年推計）詳細結果表」の「１．出生中位（死亡中位）推計」）を基に算出。

・ 生徒数／学校の規模はさらに小さくなることが予想されている。
・ 運動部活動への参加率も減少傾向。
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スポーツ実施率

• • 第３期スポーツ基本計画（令和４年３月）では、成人の週１回以上の運動やスポーツの実施率を70%程度、年１回以上
の実施率 が100%に近づくことを目標に掲げている。
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運動・スポーツの実施場所

直近１年間に行った運動・スポーツの実施場所

N=16,358（基数：直近１年運動・スポーツ実施者、調査対象：18～79歳の男女） （出典）スポーツ庁「令和2年度スポーツの実施状況等に関する世論調査」
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地域におけるスポーツ環境の整備と部活動改革

【部活動の課題】
○ 少子化の進展により、従前と同様の学校単位での体制での運営は困難。
学校や地域によっては存続が厳しい。

○ 必ずしも専門性や意思に関わらず教師が顧問を務める指導体制の継続は、学校の働き方改革が
進む中、より困難。

■ 少子化が進む中でも、将来にわたり生徒がスポーツ活動に継続して親しむ機会を確保。

■ 「地域の子供たちは、地域で育てる」という意識の下、地域のスポーツ資源を最大限活用。
生徒のニーズに応じた多様で豊かな活動を実現。

■ 地域住民にとって、より良いスポーツの環境整備。
スポーツによる「まちづくり」。
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我が国の社会体育施設の状況 利用者数・施設数推移

• 主な社会体育施設（一般の利用に供する目的で地方公共団体が設置した体育館、水泳プール、運動場等のスポーツ施設）の
利用者数は、ほぼ横ばいだが、体育館の利用者数は増加。

• 主な社会体育施設の施設数は、2000年以降「体育館を除き」ほぼ横ばい。

（出典）社会教育調査（文部科学省）「社会体育施設」のデータから作成
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我が国のフィットネスクラブの状況 利用者数・施設数推移

• コロナ禍の影響を強くうけたが、フィットネスクラブの利用者数は長期的には拡大傾向にある。
• 施設数も年々増加している。

（出典）特定サービス産業動態統計調査（経済産業省）のデータから作成

（カ所）（万人）
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我が国の小・中・高等学校設置数推移

• 2020年の国公立の小学校数は19,285校、中学校数は9360校、高等学校数は3,552校、合計32,197校。
• 各都道府県の人口を、所在する国公立小中高等学校の数で割ったものを比較すると以下のとおり。全国平均は3,918人。

（出典）学校基本調査（文部科学省）と国勢調査（総務省）のデータから作成

一校あたりの人口が少ない都道府県 一校あたりの都道府県人口

高知県 1,806

鹿児島県 2,016

島根県 2,028

一校あたりの人口が多い都道府県 一校あたりの都道府県人口

東京都 6,757

神奈川県 6,524

大阪府 5,541
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【１】中学校体育施設の一時利用
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【２】一時利用を認めている団体の類型
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【３】中学校体育施設の営利法人による一時利用
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【４】営利法人に一時利用を認めていない自治体における
部活動の地域移行が進んだ場合の対応
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学校体育施設の有効活用に関する手引き（令和２年３月）①

住民にとって最も身近なスポーツの場として潜在的に存在
している小中高等学校の体育施設を「地域スポーツの場
として有効活用していく」ため、地方公共団体の実務担当
者向けに作成・公表

＜民間活力の活用に関する記載＞

• H16の文科省局長通知では、教職員の負担軽減等を
図るために、学校開放事業等の取組みにおいて、「民間事
業者への委託が可能であること」を示している。

• 加えて、H31の文科次官通知では、学校施設について、
「教育委員会による一元的な管理運営、業務委託や指
定管理者制度による民間事業者等も活用した官民連携
等の工夫」により、学校及び教師の負担軽減を図りつつ、
地域開放を進めていくものとしている。
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学校体育施設の有効活用に関する手引き（令和２年３月）②
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総合型地域スポーツクラブ
総合型地域スポーツクラブとは
地域住民により自主的・主体的に運営されるスポーツクラブ
①子供から高齢者まで（多世代）の
②様々なスポーツを愛好する人々（多種目）が
③それぞれの志向・レベルに合わせて参加できる（多志向）

これまでの主な動き

・H07 「総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業」開始（H15まで）
・H13 「スポーツ振興基本計画」

→2010年までに全国の各市区町村に少なくとも１つは総合型地域スポーツクラブを育成
・H14 「総合型地域スポーツクラブ活動助成(スポーツ振興くじ(toto)助成)」開始
・H16 「総合型地域スポーツクラブ育成推進事業」開始。(H24まで)
・H28 「総合型地域スポーツクラブの今後の在り方に関する提言(スポーツ庁)」

→自主的な運営による多様な財源の確保、専門人材の確保や公的機関と連携した取組の充実が必要等

・H29 「第2期スポーツ基本計画」
→クラブ数の量的拡大から質的な充実に、より重点を移して施策を推進する

・H30 「今後の地域スポーツ体制の在り方について(日本スポーツ協会)」
→市区町村体育・スポーツ協会によるコーディネートのもと「地域スポーツクラブ」という大きな枠組みを構成し、スポーツ
少年団・総合型クラブ・中学校運動部活動の融合を促す

・R04 「第3期スポーツ基本計画」
→国や地方公共団体等は総合型クラブの自律的な運営を含む質的充実等への取組を支援する
「総合型地域スポーツクラブの登録・認証制度」開始

フェーズ1
(量の拡大)

フェーズ2
(質的充実)
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総合型地域スポーツクラブ（設置状況の推移）

 令和４年７月現在で、全国の総合型地域スポーツクラブの育成（創設準備中を含む）数は3,584クラブ
であり、全国の80.5%の市町村に設置。

(出典)スポーツ庁「総合型地域スポーツクラブに関する実態調査」結果に基づき集計

541 

833 

1,117 

2,155 

2,416 
2,555 

2,768 
2,905 

3,114 
3,241 

3,396 
3,493 3,512 3,550 3,586 3,580 3,599 3,604 3,594 3,5833,584 

13.1
17.4

22.5

33.0

42.6

48.9

57.8

64.9

71.4
75.4

78.2 79.0 80.1 80.8 80.8 80.9 80.8 80.5 80.6 80.9 80.5

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

設置率（％）クラブ数

育成クラブ数
（創設準備中を含む）

市町村設置率

総合型地域スポーツクラブ育成状況推移（H14～R4）（令和４年７月１日現在）

年度



21

総合型地域スポーツクラブ（東京都の例）

２１
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プロスポーツ団体が関係する主な総合型地域スポーツクラブ

・ 一般社団法人コンサドーレ北海道スポーツクラブ（札幌市）
・ NPO法人ブラウブリッツ秋田スポーツネットワーク（秋田市）
・ 公益社団法人山形県スポーツ振興21世紀協会（天童市）
・ ＮＰＯ法人ザスパスポーツクラブ（前橋市）
・ 一般社団法人レッズランド（レッズランドスポーツクラブ）（さいたま市）
・ 一般社団法人F・マリノススポーツクラブ（横浜市）
・ 特定非営利活動法人湘南ベルマーレスポーツクラブ（平塚市）
・ 一般社団法人ヴァンフォーレスポーツクラブ（甲府市）

（例）一般社団法人コンサドーレ北海道スポーツクラブ

コンサドーレ札幌が、サッカークラブの枠を越え、道内の地域活性化やスポーツを通じた子どもたちの
心身の育成、生涯スポーツの実現やコミュニティの創出を目指し立ち上げた法人

スクール：
・サッカー（年中～小学生、大人）
・バドミントン（小学生、中学生～大人、レディース）
・チアリーディング（６０歳以上の女性）

チーム：
・女子サッカー
・バドミントン
・カーリング （サッカースクール）
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総合型地域スポーツクラブ（登録・認証制度）

（出典）（公財）日本スポーツ協会ホームページ 「総合型地域スポーツクラブ全国協議会 登録・認証制度 概要リーフレット」

全国47都道府県 1,015 のクラブが登録済
（令和4年11月1日認定）
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総合型地域スポーツクラブ（自己財源率の推移）

・総合型地域スポーツクラブの自主性・主体性を支える重要な要素である自己財源率について、50％以上
のクラブは66.7％（令和４年度）。

自己財源率（会費・事業費・委託費）の推移

(出典) スポーツ庁「総合型地域スポーツクラブに関する実態調査」結果に基づき集計
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経済産業省 「未来のブカツ」実証事業

 昨年9月、令和3年度に全国10カ所で実施した学校部活動の地域移行の受け皿として機能するための事業環境に
係るフィージビリティスタディ事業からの成果を踏まえ、「未来のブカツ」ビジョンを公表。

 その後、U15/U18世代の新しいスポーツ環境に向け、スポーツの社会システム全体の再デザインを目指した実証を実施。

学校部活動の
地域移行

U15/U18世代に望ましい
スポーツ環境実現？

「もはや学校単位ではチームを組めない」：
少子化の中で多様な種目の経験機会をつくるには

課題①

課題②

「科学的・長期的・選択的な視座」 ：
やりたいことを、正しいやり方と、やりたい場所で続けるには

課題③

「関係者にボランティア負担が寄る」：
断れない、対価もない、苦しいスポーツ環境を変えるには

U15/U18世代のスポーツ環境の課題

＜主な検証内容＞
 採算の合う事業運営は可能か？
 会費以外の収益確保の方法は？
 受益者負担の程度は？
 指導者の質や量の確保は？
 場所の確保は？
 関係者間の合意形成はどのように？
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経済産業省 「未来のブカツ」実証事業（令和4年度）

 令和4年度実証事業では、新しいスポーツクラブの設立や運営の可能性を考える事業者が主体となり、自治体・学校や
保護者等と連携しつつ、地域の実情に応じた新しいスポーツ環境整備のモデル事例創出に向け、とりわけ、収益性を
考慮した事業構築についての実証を行うと共に、個別課題解決にむけた実証を実施。（全10プロジェクト）

事業者名 実証地域（人口）

（株） エンボス企画

スポーツデータバンク沖縄（株）

（一社）A-bank北海道

（一社）さいたまスポーツコミッション

学校法人大阪成蹊学園

（株）YMFG ZONEプランニング

First Penguins （株）

国立大学法人北海道教育大学

NPO法人ソシオ成岩スポーツクラブ

スポーツデータバンク （株）

モデル事例の
創出実証

個別課題
解消に向けた

実証

茨城県つくば市（25万人）

北海道浦幌町（4,416人）

沖縄県うるま市（12万人）

埼玉県さいたま市（133万人）

大阪府大阪市・京都府京都市
（275万人・144万人）

大阪府（高校が対象）

山口県美祢市（2万3千人）

北海道岩見沢市（7万7千人）

愛知県半田市（11万人）

東京都日野市・大阪府箕面市
（18万人・13万人）

公募テーマ 実証モデル/実証ポイント

リアルとバーチャルを活用し複数校連携

プロスポーツチームと連携したうるまス
ポーツクラブのモデル

学校を活用して他世代を含め展開する
地域スポーツクラブ運営モデル

企業チーム、大学、プロチームとの指導
者連携の可能性

地域スポーツクラブによる学校施設を活
用した学習支援事業等の展開

移動問題解決のためのタクシー配車
サービスの実証

統括団体活用による学校単位での地域
クラブ運営モデル

大学と連携した受け皿構築モデル

ツール活用による指導者の指導負担軽
減や指導の質の向上の可能性
複数校での拠点校での活動実施時の
季節柄を考慮した移動手段の検証
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明らかになった実務的課題
 未来のブカツ実証事業では、ヒト（指導者の確保）、モノ（場所の確保、移動手段、コミュニケーション手段の確保）、カ
ネ（受益者負担、機会格差を埋める財源確保）について検証したが、それぞれの課題の解決のためには様々な論点が
存在することが浮き彫りになった。

 それらの課題解決の糸口の一つが学校施設の有効活用であるが、多くの自治体では学校体育施設を活用した営利活
動を制限。一方で、様々な主体によるスポーツ体験機会を提供する観点から、営利活動を含めた学校施設の活用を認め
ている事例も。

学校体育施設活用の範囲について
➢ 学校教育法では、学校の施設を「社会教育その他公共のために」利用させることができると定めている。
これを受けて、各自治体において「社会教育その他公共のために」に該当する判断基準や具体的手続き等を
学校管理規則等で定めている。

➢ その中では「営利活動」や「営利を目的とするための使用」を学校施設の利用を認めない判断基準として記載
している自治体もあり、このことが民間事業者による学校施設の活用をしにくくしている可能性がある。

半田市学校体育施設開放規則
（使用の禁止）
第十二条 学校体育施設の開放が次の各号の一に該当
する場合は、その使用を認めないものとする。
一 特定の政治的活動のための使用
二 特定の宗教的活動のための使用
三 もつぱら営利を目的とするための使用

つくば市立学校施設開放規則
(使用の制限)
第8条 教育委員会は、次の各号の一に該当する場合は、施設等
の使用を許可してはならない。
(1) 公の秩序又は善良な風俗を害するおそれがあると認められ
るとき。
(2) 施設等を損傷するおそれがあると認められるとき。
(3) その他教育委員会が特に必要と認めるとき。

＜自治体の規則例＞

https://www1.g-reiki.net/handa-fd/reiki_honbun/i507RG00000241.html#e000000231
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 チェーロスポーツクラブを含む地
域スポーツクラブの指導者。

 筑波大学からの派遣体制も
整えるとともに、現在顧問を務
めている教員にも兼業兼職
コーチとして業務委託。

 有償コーチということもあり、研
修による指導ノウハウ取得に
より、無償コーチとの差別化
を図る。なお、指導者研修は
筑波大学サービス工学分野と
連携して行う。

（事例）エンボス企画（つくば市）での実証
 つくば市を中心にスポーツクラブ事業等を展開するベンチャーである（株）エンボス企画が受け皿となり、現行の部活動のうち
、平日休日各1日を受益者負担（¥3,850/月）（※）による“地域クラブ活動”を展開。

 学校施設を活用した小学生年代へのスポーツクラブも展開することで、全体で収益化を目指す。
（※）就学支援を受けている家庭からは費用徴収せず、協賛企業からのスポンサー収入（100万円）を補填。

日本政策投資銀行

 実証期間中であっても、保護
者から会費として、
￥3,850/月を徴収。

 但し、就学支援を受けている
家庭については、協賛企業か
らの協賛金から補填。

 小学生を対象としたスクール
事業も学校施設を活用して
実施し、全体としての収益化
を目指す。

お金
 つくば市と協定書を締結すること
で、事業期間内にエンボス企画
が事業性確保のために学校施
設を活用した他の収益事業実
施を可能とした。

 部活動の受け皿としての地域ク
ラブ活動の他、エンボス企画の自
主事業である小学生を対象とし
たスクール事業（収益事業）も
学校施設で実施。

 運動部における道具や吹奏
楽部における楽器は学校のも
のを利用。（持ち込む場合に
も学校保管可能）

場所人材
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本日整理したいポイント

地域において、子どもから高齢者までが、より手軽に、より楽しくスポーツを
「する」環境づくりのために必要な論点を整理したい。
・望ましいスポーツ環境を実現するうえで、スポーツをする「時間」、「空間」がない、
さらに「仲間」、「指導者」がいないという４つの問題が指摘されている。
これら問題をどう考えるべきか。民間事業者やプロスポーツ団体等のノウハウやサー
ビスはどのように生かすことができるのか。その際、どのような施策が求められるか。

・特に、公共体育館などの「社会体育施設」、フィットネスクラブなどの「民間施設」、
小・中学校の「学校体育施設」など多様な「施設」が存在するが、今後、地域に
おけるスポーツ機会を拡大し、よりニーズにあったスポーツ環境を実現するために
施設面で求められる方策はどのようなことか。

・さらに、一部の「総合型地域スポーツクラブ」が会員数や事業規模などこれまで以
上の役割を担うとした場合、それが可能なクラブの実現には何が必要か。
加えて、営利法人が「総合型地域スポーツ企業」として民間のノウハウを活用し、
高度なサービスを提供して地域スポーツ環境を担う方向性についてどう考えるか。
その実現にはどのような課題があるか。
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